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高度情報通信ネットワーク社会の形成に関する 

平成１６年度概算要求について 
 

高度情報通信ネットワーク社会の形成に関する平成１６年度概算要求額（要求推計額を

含む）は、以下のとおり。 
（単位：億円） 

分類 平成 16 年度 

先導的取り組みによるＩＴの利活用の促進              ４,７２０ 

ⅰ）医療 １１ 

ⅱ）食 ５１ 

ⅲ）生活 ４４ 

ⅳ）中小企業金融 ４８（内数） 

ⅴ）知 ７８ 

ⅵ）就労・労働 １１ 

 

ⅶ）行政サービス ４,４７６ 

重点５分野                             ７,７４４ 

①世界最高水準の高度情報通信ネットワークの形成の促進 ２,８４４ 

②人材の育成並びに教育及び学習の振興 ７３９ 

③電子商取引等の促進 ８０ 

④行政の情報化及び公共分野における情報通信技術の活用 ３,８３２ 

 

⑤高度情報通信ネットワークの安全性の確保等 ２５０ 

横断的な課題                              ３,０１８ 

⑥研究開発の推進 １,５４５ 

⑦ＩＴを軸とした新たな国際関係の展開 ３７ 

 

⑧その他 １,４３６ 

総額 １５,４８１ 
（注１）計数整理中につき、金額に変動があり得る。 

（注２）国立大学法人については、運営費交付金（総額：約 1 兆 2,841 億円）の内数で実施予定。平成１６

年度予算政府案決定時に併せ、予算推計額が判明する見込み。  
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（単位：千円）

内閣官房 66,387,381 69,403,217

内閣法制局 43,794 43,794

内閣府 7,704,089 10,039,772

宮内庁 457,487 593,783

公正取引委員会 227,638 270,588

警察庁 31,480,528 46,257,741

防衛庁 157,286,208 139,326,124

金融庁 2,096,140 2,587,454

総務省 130,721,289 151,613,763

公害等調整委員会 22,050 13,790

法務省 80,086,295 80,094,037

外務省 23,511,847 20,416,422

財務省 110,080,517 116,497,612

文部科学省 179,806,756 158,650,151

厚生労働省 260,592,452 245,637,500

農林水産省 27,673,491 31,411,545

経済産業省 98,599,494 122,584,947

国土交通省 311,376,614 348,959,568

環境省 2,963,697 3,747,388

合計 1,491,117,767 1,548,149,196

※文部科学省の平成15年度予算額については、国立大学分(44,217,691千円)を除いた額としている。

（参考）

人事院 769,224 2,073,703

衆議院 2,335,729 3,333,521

裁判官訴追委員会 2,005

参議院 1,654,469 2,140,376

裁判官弾劾裁判所 923 2,107

国会図書館 6,911,479 7,996,023

会計検査院 1,284,313 1,620,821

最高裁判所 3,748,712 5,908,336

合計 16,704,849 23,076,892

（注２）この資料は、内閣官房IT担当室が各府省に対して、平成16年度予算概算要求額を調査した結果を取りまとめたものである。

（注３）独立行政法人の運営費交付金により実施する予定のものを含む。

各府省別の概算要求額（要求推計額を含む）
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１．先導的取り組みによるＩＴ利活用の促進 

（単位：百万円、（ ）内は平成15年度予算額） 

（１）医療 

・地域医療の充実のための遠隔医療の実施(厚生労働省) 499(    499) 
・電子診療情報安全活用モデル事業(厚生労働省) 256(    528) 
・周産期医療ネットワーク事業(厚生労働省) 196(    154) 
・電子カルテの普及推進(厚生労働省) 71(     82) 
・先導的分野における戦略的情報化推進事業(経済産業省)※ 4,842(   新規) 

※：医療の他、生活、中小企業金融、知、就労・労働等を対象とする施策。金額はこれらの合計。 

（２）食 

・トレーサビリティの導入等(農林水産省) ☆ 3,618(  3,527) 
・経営支援情報化施設整備事業(農林水産省) 633(    633) 
・物流新技術を活用した食品流通効率化対策(農林水産省) 231(   新規) 

☆：独立行政法人の運営費交付金により実施するものを含む（以下同じ）。 

（３）生活 

・交通安全施設等の整備(警察庁)                                       18,950( 17,500) 
・モバイル環境におけるIP電話利用の高度化のための研究開発(総務省)    80(   新規) 
・IP電話からの110番通報を受理する際に必要となる技術の調査研究(警察庁)   25(     12) 

（４）中小企業金融 

・先導的分野における戦略的情報化推進事業(経済産業省)［再掲］ 4,842(   新規) 

（５）知 

・ブロードバンド・コンテンツの制作・流通の促進(総務省) 1,125(  1,849) 
・ＩＴを活用した教育研究支援事業(文部科学省) 1,120(   新規) 
・コンテンツ国際市場創設事業(経済産業省) 500(   新規) 
・文化遺産オンライン構想の推進(文部科学省) 400(   新規) 
・Ｗｅｂ情報のアーカイブ化の促進(総務省) 300(   新規) 
・コンテンツの適切な権利保護と円滑な流通の促進(文部科学省) 255(    200) 
・コンテンツフリーマートの実証(総務省) 200(   新規) 
・クリエイタ人材育成支援事業(経済産業省) 60(   新規) 

（６）就労・労働 

・官民連携した雇用情報システム(しごと情報ネット)の充実(厚生労働省) 779(    680) 
・重度障害者在宅就労促進事業(ﾊﾞｰﾁｬﾙ工房支援事業)(仮称)(厚生労働省) 100(   新規) 
・情報通信ベンチャー支援センター(総務省)☆ 95(     91) 
・女性のチャレンジ支援推進事業(内閣府) 58(   新規) 

 

 



 ４ 

（７）行政サービス 

・登記情報システム実施(法務省)                                       60,296( 60,493) 
・特許事務システムの整備(経済産業省) (モデル事業)                    54,054( 27,996) 
・ＫＳＫ(国税総合管理)システム(財務省)                               49,827( 51,298) 
・国民の利便性の向上と通関事務迅速化・処理能力強化(財務省)           15,199( 14,048) 
・電子政府関連事業(経済産業省) (モデル事業)                           5,569(  5,695) 
・自動車保有関係手続のﾜﾝｽﾄｯﾌﾟｻｰﾋﾞｽ化(警察庁､総務省､財務省､国土交通省) 1,290(  1,070) 
・総合的なワンストップサービス整備事業(総務省)(モデル事業) 610(     76) 
・有価証券報告書等の電子開示システム(EDINET)等(金融庁)(モデル事業) 520(    394) 
・政治資金・政党助成関係申請・届出ｵﾝﾗｲﾝｼｽﾃﾑ等の改善・維持・運営(総務省) 281(   新規) 

・（参考）人事・給与等業務の電子化の推進(人事院) 1,675(    551) 

 

２．重点政策５分野 

（１）世界最高水準の高度情報通信ネットワークの形成 

・公共施設管理用光ﾌｧｲﾊ゙ 及びその収容空間の整備、開放(国土交通省)     184,406(170,562) 
・準天頂衛星の研究開発の推進(総務省､文部科学省､経済産業省､国土交通省) 10,230(  5,800) 
・情報通信格差是正事業(総務省) 6,916(  5,912) 
・ＩＰv６化の推進等インターネットの高度化(総務省)☆ 4,494(  4,673) 
・地域公共ネットワーク基盤整備事業(総務省) 2,254(  2,042) 
・デジタル放送の普及促進(総務省) 1,586(    410) 
・通信・放送融合ｻー ﾋ゙ ｽの基盤となる電気通信ｼｽﾃﾑ開発の総合的支援(総務省) 1,500(  1,500) 
・地上放送のﾃﾞｼﾞﾀﾙ化に伴うｱﾅﾛｸﾞ周波数変更に伴う経費(総務省)   予算編成過程で調整 

( 19,500) 

（２）人材の育成並びに教育及び学習の振興 

・私立大学等経常費補助(情報通信設備(借入))(文部科学省)               11,000( 11,000) 
・校内ＬＡＮの整備(文部科学省) 7,236(  6,254) 
・産学連携ソフトウェア工学実践拠点の整備(経済産業省) 2,750(   新規) 
・IT活用推進総合プラン(文部科学省) 993(   新規) 
・情報通信人材研修事業支援制度(総務省) 549(    498) 
・教育情報ナショナルセンター機能の整備(文部科学省) 205(    111) 
・ｻｲﾊﾞｰ･ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ等による出会い系ｻｲﾄ等の有害環境浄化活動の推進(警察庁)     3(   新規) 

（３）電子商取引等の促進 

・電子タグの活用による商品トレーサビリティシステムの確立(経済産業省) 3,500(   新規) 
・ＩＴ活用型経営革新モデル事業(経済産業省) 1,185(    705) 
・先進技術型研究開発助成金(ﾃﾚｺﾑ･ｲﾝｷｭﾍﾞｰｼｮﾝ)(総務省)☆ 585(    225) 
・インターネット関連ＡＤＲ実証実験事業(経済産業省) 120(     84) 

（４）行政の情報化及び公共分野における情報通信技術の活用の促進 

・社会保険オンラインシステム(厚生労働省)                             111,666(106,618) 
・ITS関連施設の整備等高度道路交通システム(ITS)の推進(国土交通省)＊ 42,433(31,339) 



 ５ 

・防災分野のＩＴ化(国土交通省)                              21,341(18,206) 
・運輸多目的衛星を活用した次世代航空保安ｼｽﾃﾑの構築(国土交通省)      20,290(14,043) 
・国税電子申告・納税システム(e-Tax)(財務省)(モデル事業)               14,519( 14,494) 
・超高速ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ網形成ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ(ﾅｼｮﾅﾙ･ﾘｻｰﾁｸﾞﾘｯﾄﾞ･ｲﾆｼｱﾃｨﾌﾞ)(文部科学省) 3,202( 2,002) 
・電子自治体構築の促進(総務省)  1,402(  新規) 
・地理情報システム（ＧＩＳ）の整備・普及の促進(国土交通省)  1,014(   924) 
・地方選挙における電磁的記録式投票の実施の促進(総務省)    266(   264) 
・感染症発生動向調査事業(厚生労働省)(モデル事業)    141(  新規)＃ 
・海事保安強化のための基盤ｼｽﾃﾑの構築(船員手帳等の電子化)(国土交通省) (モデル事業) 108(  新規) 
・住民基本台帳ネットワークシステムに係るセキュリティ対策(総務省)     19(    19) 

＊：「愛・地球博」（愛知万博）の関連施策を含む（以下同じ） 
＃：「モデル事業」に係る概算要求額のみを記載。 

（５）高度情報通信ネットワーク社会の安全性及び信頼性の確保 

・ネットワークセキュリティ基盤技術の推進(総務省)☆ 2,600( 2,597) 
・高度ﾈｯﾄﾜー ｸ認証基盤技術に関する研究開発(総務省) 1,300(  新規) 
・不正アクセス行為等対策業務(経済産業省) 1,000(  新規) 
・情報通信セキュリティ人材育成センター開設支援事業(総務省) 275(  新規) 
・情報セキュリティ対策業務支援システム(内閣官房)    176(    77) 
・ハイテク犯罪・サイバーテロ対策用資機材の更新・増強(警察庁)          139(  新規) 
・電子政府情報セキュリティ緊急対応要員の訓練(内閣官房)     85(    81) 

 

３．横断的な課題（研究開発、国際等） 

（１）研究開発の推進 

・高度情報通信機器・デバイス基盤プログラム(経済産業省) 25,423(  新規) 
・最先端の研究開発テストベッドネットワークの構築(総務省)☆ 4,000(  新規) 
・ﾕﾋﾞｷﾀｽﾈｯﾄﾜｰｸ（何でもどこでもﾈｯﾄﾜｰｸ）技術の研究開発(総務省) 3,450( 2,498) 
・e-Society基盤ソフトウェアの総合開発(文部科学省) 1,202( 1,202) 
・電子タグの高度利活用技術に関する研究開発(総務省) 700(  新規) 

（２）ＩＴを軸とした新たな国際関係の展開 

・国際情報通信ハブ形成のための高度IT共同実験(総務省) 830( 1,200) 
・IPv6に対応した情報通信機器共同研究(経済産業省) 600(   599) 
・ｱｼﾞｱ･ﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞ衛星基盤技術の研究開発（総務省）            550(  540) 
・沖縄電子商取引普及促進事業(内閣府)  265(    97) 

（３）その他（デジタルデバイドの是正、国民の理解） 

・ﾈｯﾄﾜｰｸ･ﾋｭｰﾏﾝ･ｲﾝﾀｰﾌｪｰｽの総合的な研究開発(総務省) 950(   530) 
・障害者等IT ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ推進のための研究開発(経済産業省)＊ 660(  266) 

 

 




